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54 年の２月 16 日に教育二法の提出を決定した。1954 年１月 18 日の中央教育
審議会「教育の政治的中立性維持に関する答申」内容からみると、生徒児童
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第２節　「日教組討伐」から「歴史的和解」へ（1963 年～ 1995 年）
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さらし、世論の支持すら失っていったことがあげられる。
　
 （続く）
